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Ｉ　間題及び解法の基本方針

１・ １　序

　この小諭は，地域産業連関分析の応用についての一つの試みを報告する

ことを内容とする 。

　主として意図するところは，応用方法そのものについての報告であるが ，

具体的な間題がその出発点とな っているので，実際の数学を使用した計算

の概略も併せて収録してある 。しかし，主眼は計算結果そのものの報告よ１

りも ，プ了法の報告におきたいので，計算過程については，数学は可成り省

略されている 。

　この研究の出発点とな った間題を概略説明しておこう 。従来，銑鋼一貫

工場の存在しなかった特定地域　　愛知県　　に，新たに，銑鋼一貫作業

を行う捜鉄工場　　東縦製鉄株式会杜 ，本杜も愛知県におかれる　　が建

設された場合，それによる ，計測可能な経済効果を把握することが，与え

られた間題である 。工場の立地条件整傭のための各種事業は，昭和３４～４２

年問に亘って計画され，一方，工場そのものの建設のための工事計画が ，

昭和３４～４０年に亘って計画されている 。これら建設投資が，特定地域経済

に及ぼす経済効染が第１に計測されなければならない。次に昭和３６年，第

１期工事完了とともに，生産が行われる 。工場の生産活動が特定地域経済

に及ぼす経済効果が第２に計測されなけオしばならない 。
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　間題の解決に入る前に，予め次の３点を指摘しておこう 。第１は，計測

可能な経済効果は，地域内産出額増分及び，地域内附加価値増分を指標と

して計測するという点である 。第２は，そのような経済効果を部門別に把

握したいという点である 。策３は，間題の指定地域について，予め，地域

産業連関表〔文献１〕が作成されているという点である 。

１・２　間題解決のための分析用具と若干の制約

　間題処理の方法を，最初，因民経済について考えてみよう 。一定の迂回

生産鱗造と ，一定の技術が与えられている場合，新投資が行われたと仮定

しよう 。新投資は，様 六の中問生産物９需要増加及び，労働用役の雇傭増

加を生ずるであろう 。これが，この場合の新投資の直接的な効果である 。

　しかし，新投資の経済効果は，直接効果に留らない。工場の新規建設は ，

建設業の産出増加を，建設業の産出増は，一定の技術の下における様 六な

建設用原材料を生産する産業の産出増や，電力の産出増をひき起すであろ

う。 これらは通常波及効果と考えられる 。波及効果は，一定の迂回生産構

造の網の目を伝って拡がって行く 。

　直接効果と波及効果とを，巨視的に取りあげるためには，通常の乗数や

加速度係数が考えられる 。ところがこれらの係数は，所謂集計的な観点か

らする ，極めて概括的な係数に過ぎない 。

　例えば前掲の新投資の生ずる一切の経済効果を，より精密に追跡できる

モデ ノレ として，産業連関モデ ノレが考えられる 。産業連関のモデ ノレ が， 波及

効果の追跡において，他の体系よりも一層高い精度を持っている理由につ

いては，今更級り返す必要はなかろう 。以下，間題解決の方法を説明する

必要上，産業連関のモデ ノレ を定式化しておこう 。

　今，国民経済において，内生部門は れ個と仮定する 。各産業の産出を

Ｘ（ク＝１
，… 〃）で表わし，第ク産業の第プ産業への投入を伽（ク，プ＝１，…
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〃）で表わす。また，各産業の産出は，これらの産業によっ て中間牛産物

として買いとられる外，最終需要として買いとられる 。これをハ（乞＝１，…

仰）で衣わす。今最終需要部門は，家計及び新投資の二つよりなると仮定

し， 家計１亨、腰をＣ。（ク＝１，…
〃），新投資需要を”（ゴ＝１，… 刎）で表わ

すと ，次のような定義式が得らオしる 。

　（１）　　　　　　ハ＝Ｇ＋Ｋ乞　　　（ク＝１ ，・・・… ，〃）

　以上のような記号と仮定の下で，産業連関表の産出方程式が，次のよう

に表わされる 。

　（２）　　Ｘ＝　伽十凪
　　　　　　　　　ゴ

＝１

　　　　　　　　＝　 吻ゴ十（Ｇ＋Ｋ｛）　　（づ＝１ ，・…・・，〃）

　　　　　　　　　ゴ；１

　次に，産業連関論における技術係数，即ち投入係数伽は，次のよ１うに

定義さオしる 。

　（３）　　伽＝伽／灼 　（づ，ゴ＝１，…… ，〃）

　この定義式より ，物＝伽Ｘゴが得らオしるから，これを（２）に代入すると ，

次のような連立方程式が得られる 。

　　　　　　　（１－ｏ。。）Ｘｒｏ・・Ｘｒ ……一〇畑Ｘ刎＝凪

　（４）　　　　一〇２１×１＋（１－ｏ２２）Ｘ２一・…・・一〇肋Ｘ；冊＝Ｆ２

　　　　　　 一〇犯。灼一〇。、。Ｘｒ ……十（１－ｏ。。。。）Ｘ犯＝凡

　この連立方程式の左辺の係数行列は，行列形式によっ て〔１一五〕と示す

ことができる 。但しこの場合〔五〕は，投入係数行列であり ，こオしは所与

である 。次にＸ＝／Ｘ１Ｘ。…Ｘ
犯／
，ア＝／ハＥ。・・…・凡｝とすると ，連立方程式

（４）は行列形式では，次のように書ける 。

　（４１）　　　〔１一五〕Ｘ＝亙
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　ここで，周知のホーキソス ・サイモソ条件〔文献〕が充されているなら

ば， （４！）より ，次の式が得られる 。

　（５）　　Ｉ＝〔１一五〕
一１

亙

　右辺のヴ ェクトル亙に前から乗普らオしる行列〔■一■〕
一１
が， 所謂 レオソ

ティエフ逆行列である 。

　レオソティェフ逆行列が予め計算さオしていオしば，我 共は（５）によっ て，

例えば次のような間題を解くことができる 。

【間趣１】

　予想される家計需要ウ ェクトノレが０
＊，

新投資のための需要ウ ェクトノレ

　がＫ
＊，

従っ て予想最終需要ヴ ェクトノレが０＊十Ｋ＊＝ア＊ である 。この

　場合の均侮陸出を求めよ 。

　　求める均衡座出をＸ１＊（づ＝１ ，一・・，〃）とする 。（５）式より ，

　　　　　　　Ｘ＊＝〔１一五〕
一１亙＊

　もし，予め計卵されているレオソティエフ逆行列を〔６。ゴ〕で表わすなら

　ば，各産業の均衡産出は ，

　　　　　　　Ｘ＊＝　ろ。■
ゴ＊

　　　　　　　　　ゴ
・１

　である 。

　この例魍は，産業連関モデルの利用に関する ，最も基本的な形式である ひ

そして，【閉魍１】の解法は，我 六に次のことを教えている 。すなわち ，

投入係数が所与で，それに基くレォソティェフ逆行列が予め計算できてい

るならぱ，様 六○最終恢要ヴ ェクトノレに対応すべき均衡産出ヴ ェクトルが

計算できる 。

　周知の如く ，レオソティェフ逆行列の成分ろ幻 は， 第プ産業の産出に対

する最終１１Ｉコ要が１単位のとき ，それが第 ２産業にどオしだけの波及的需要を
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ひきおこすかを示す。したがって我 六が（５）によっ て， 亙＊！戸
。＊戸。＊ 凡＊／

なる最終７、腰水準を与えられた場合に，均衡産出ｘＦ　６ゼハ＊を計算す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ

＝１

ると ，この右辺は，最終鴨要ヴ ェクトル／ハ叩
。＊

…凪＊／０実現のために

必要な，第ク産業の産出 ．尉を，波及効果を考慮した上で計算した結果を示

すと云うことができる 。

　このようにして，産業連関システムは，波及効果の測定に於て，伝統的

な集計的モデ ノレ よりも ，一層精綴である 。最近屡 六指摘されるように，こ

のようなオープソ ・ンステムでは，最終需要一→均衡産出一→所得一→消

費（従って最終需要），という連鎖を完全に扱うことはできない。その意味

では，波及効果の一切が完全な形で取りあげらオしるとは云えない。然し ，

それにも拘らず，現実的に利用可能なモデノレの中で，最も近似的なモデ

ノレ としての魅力は充分に認められる 。したがって，この作業に当っては ，

ためらうことなく ，地域産業連関表〔文献１，２〕の利用を試みることに

した 。

　与えられた間題の計算を説明する便宜上，前掲の間題の一つのヴ ァリェ

ーシ ョソとして，次の形式を考えておこう 。

【間題２】

　従来の最終需要ウ ェクトル”に対して，最終需要増分のウ ェクトノレ 方

　が与えられた場合，産出最増分を求めてみよう 。

　この場合，必要産出最塘分のヴ ェクトノレをＸで表わすならば，（５）に

よつ て，

　　　　　　Ｘ＝〔１一■〕
一１

ア

を計算すればよい。何故ならば ，

　　　　　ｘ＝ｘ＊一ｘ＝〔”〕ア＊一〔Ｂ〕亙
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　　　　　　　　 ＝〔冴〕｛ア＊一亙｝

　　　　　　　　 ＝〔”〕亙

　　　　　　　　 ＝〔１一五〕
・１

”

　以上は凡て，国民経済についての設例である 。我 共に与えられた具体自ケ

な間魎は，地域経済の間題である 。したがって，地域経済についての産業

連関表を，どのような形式で考えるかを，明かにしておかなければならな

い。

１・３　Ａ地域産業連関表の形式

　Ａ地域産業連関表は，第１・１表のように，９個の部分から成止する 。９個

の部分の各 Ａは２０個の内生部門と ，冗産業では６個，買産業では８個の外

生部門とを含んでいる 。基本的な属性は，国民経済全体の産業連関表と同

一であるが，同時に地域経済構造　　地域内経済構造及び地域際経済構造

を含む二凧の意味での経済構造　　個有の特性を与えられている 。地域産

業連閑表の形式の主なものは，Ｈ．Ｂ ．チ ェネリー〔文献５，６〕の形式 ，

アイサード〔文献３，４〕の形式等があるので，　 ここで使用するアイサ ー

ド形式○地域産業連関表の基本的特性を，単純な主デノレで説明しておこ

うＣ

　　　　　　　箪１ ・１表　アイサード形式の地域産業速関表の構成

　　　　　　　　　　［・地域その他地方 ’全 　国

Ａ　地　域

その他地方

全　　　国

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ　　　　　　　Ｇ

Ｅ　　　　　　　Ｈ

Ｆ　　　　　　　　Ｉ

先ず，９個の部分の意味は，次の通りである 。

Ａ表は地域生産物の，地域内取り引きを示す。即ちＡ表の行は，地域内
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各舳壮産物の，地域内各部門への売却を示す。謂わば地域の自給部門で

ある ．、

　Ｂ表は，地域内産業と ，他地域産業との取り引き中，移入部分を示す 。

即ちＢ表の行は，他地域各産業の産出のうち，地域内各産業に売却した部

分を１ゴし，Ｂ表の列は，地域内各部門が，その生産のために他地域の各部

門から購入した分を示す。謂わば，地域の移入部分である 。

　Ｃ表は，地域内産業と ，地域を含む全国との取り引き中，特に投入部分

を示す。すなわちＣ表の列は，地域内各部門が，その生産のために，地域

を含む企国の各産業から購入した部分を示す 。

　Ｄ夫は，地域内各産業と ，他地域との取り引き中，移出部分を示す。す

なわ亨、， Ｄ表の行は，地域内各産業が，その生産のため，地域内各部門か

ら購入した分を示す。言胃わば，地域産業の移出部分である ・

　Ｅ女は，他地域生産物で，他地域産業１こ売却された分（行）あるいは ，

他地域座業が，その生産のために，他地域産業から購入した分を示す。謂

わば，他地域の白給部門である 。

　Ｆ大は，地域を含む全国の各部門が，その生産物のうち，他地域の各部

門に売却した分（行），あるいは，他地域各部門が，その生産のため，地域

内各榊
１‘

ｊを含む全因各部門から購入した分（列）を示す。謂わば，他地域の

投入郁分である 。

　Ｇ大の行は，地域内各生産部門生産物○，地域を含む全国各部門への売

却を１ゴす。Ｇ衣の列は地域を含む全因の各産業が，その生産のため，地域

内仰后茉化産物から購入した分を示す。言胃わば，地域産業生産物の配分音匡

分である 。

　Ｈ表は，他地域各産業の生産物の，地域を含む全国産業への売却（行） ，

あるいは，地域を含む全国各産業の，他地域各産業生産物からの購入（列〉
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を示す。謂わば他地域産業の配分部分である 。

　Ｉ表は，全因の産業連関表である 。ｕ全国表”と呼ぼう 。

１・４地域産業連関表の基本的性質

　１・３に説明したような形式に従って作製された。地域産業連関表は，幾

つかの基本白勺性質をもっ ている 。表の操作的利用を試みる場合，それらの

基本的性質を把握しておくことが必要である 。説明の便宜上，単純化さオし

た地域産業連関表を，記号によっ て表示しておこう 。地域経済，その他地

域経済，国民経済の夫 六は，２個の内生部門と１個の外生部門（家計）と

から成ると仮定する 。この場合○地域産業連関表は，第１・２表のように示

すことができる 。

〔１〕各地域及び全国について，内生部門の総投入額と ，総産出額とは等

しい。すなわち ，

　　　　　　　　　　　第１・２表地域産業連関表

地 ’域

農業１工業

地

域

そ

の

他
地
域

農業　　伽

工業　　伽

家計　　伽。

農業　　ろ 。１

０１２

〃２２

切６２

６１２

家計

”１３

”３３

碗３

ろ１３

その他地域
農業；工業１家計

ゐ・ ．♂・・ 　♂ ・・

全　　　　　国

全

工業 ぺ・ ・

家計　　ろ ３。

農業　　０。。

工業　　６。。

家計　　 ０３。

６３２

６１２

ノ２

０３２

農業１工業１家計１計

９・・ 　９ ・・ 　ｇ ・・ ノ・

ゐ・ヨゐ・１ゐ・１紬 ｇ２２

ゐ工 　♂ ３２ 　ゐ ３ ９・１１９ ・・

９・３　ゐ

９・・ヨゐ

６１１　　　６１２ ペペ ペギ 釘

６・・ｉ６・・ ６２２　　　６２３

６３３

０１３

０２３

…１…１…

加
１・・

！・・１！・・

１・３

！・・

紬紬 レ■

計■

紬１ ペペ 的

い１
・・
い１・１五

加・■ ぺ１・・１ム

…１ペペ ！・・ い・・」

ぺ伽 ろ１

　　６２　　ろ３ ０１

加・ グ． ム

勿レ ：・

８（３１９）
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　　　　　　　 ０。＝ ム． ０． ４。， ろ。＝６。，６。＝０・ ，０・イ・，６・＝ア・

〔２〕外・ｋ部門については，総投入額と総産出額との一致は，必ずしも保証

されていないが，全部門の総投入額合計と ，総産出額合計　　何オし もクラ

ソト ・トータル　　とは必ず一致する 。クラソト ・トータルはｓで示さ札

ているから，次の関係式が成立する 。

　　　　　　　 ０。 十０。 十０。 十６１＋ろ。十６。十６１ ＋０。 十６・

　　　　　　 ＝６。十ｄ。十６。十２。 十６。 十２・十ム十ア・十六

　　　　　　 ＝ｓ

〔３」Ａ衣の第１行列○弊値と ，Ｂ奉の第１行第１列の数値とを合計して得ら

れた数値は，Ｃ表○箪１行第１列の数値である 。同様に，この逆，すなわ

ち， Ｃ表第１行靖１列の数値マイナスＢ表箪１行第１列の数値は，Ａ表箪二

１行第１列の数値である 。

　一般に各表第ク行第プ列の数値については，次の関係が碑立する 。

　　　　　　　 ｏ、ゴ十ろ、ゴ＝ムゴ（或いは ６、ゴーろ幻＝伽）

　　　　　　　 ○り十６幻＝９〃（或いは９・ｒみ ＝伽）

　　　　　　　ｄ乞ゴ十的＝＾　（或いは加一～ ＝み）

　　　　　　　～十～＝１～　（或いは伽一的
＝ろ １ゴ）

　　　　　　　～十ん＝～　（或いはクｒん ＝～）

　　　　　　　 ９り十伽＝～　（或いは～一伽＝約）

〔４〕このような表の投入係数は，一般に次の４種類が考えられる 。

　〔ａ〕Ａ表投入係数 ：地域産業自給投入係数

　　　　　伽／み（ク＝１，２，３： プ＝１，２）

　〔ｂ〕　Ｂ表投入係数 ：地域産業移入投入係数

　　　　　～〃ゴ（づ＝１，２，３： プ＝１ ，２）

　〔ｃ〕　Ｃ表投入係数 ：地域産業総投入係数
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　　　　　～／あ（ク＝１，２，３： プ：１ ，２）

　〔ｄ〕　Ｉ表投入係数 ：全国表投入係数

　　　　づ １プ／乃（ク＝１ ，２，３： プ＝１ ，２）

　地域産業構造の分析に際しては，これら４種類の投入係数から，□的に

応じて適宜のものを選ノミミなり ，組み合せるなりして利用することが必要で

ある 。しかし操ｆ乍的利用にあたっては，特に〔ａ〕を選ぶことにしよう ｃ

１・５地域内生産物外生需要に対応する 。均衡産出の決定システム

　既に１・３において説明した表の形式から，地域内の２個の内生部門につ

いて，篤２表より ，次の恒等式が得られる 。

　　　　　　　 ０１１ ＋０。。 十０１。 十６１１ ＋６１２ ＋６１。＝♂１
　（６）

　　　　　　　 ０．１ ＋０．２ ＋０。。 十♂。１ ＋ｄ２。 十６。。＝ゐ

　ところで，Ａ表投入係数を必プで表わすと ，前掲の定義から

　（７）　　的＝伽／あ　（づ，プ＝１，２）

したがって ，

　（７１）　　 ｏ１ゴ＝～６ゴ　（づ，プ＝１，２）

が得られる 。（７１）を（６）に代入すると

　　　　　　　（１一”１１）６。一蜘６。＝尾。
　（８）

　　　　　　　 一”・・
６・ 十（１一”・。）６。＝々

。

が得らオしる 。ここに，的（づ，ブ＝１，２）は，何れも産業連関表から得られた

既知数であり ，尾 １， 尾・ も予測数値として，或いは計画数値として与えられ

た既知数である 。したがって，与えられた産業構造が変らないという前提

の下で ，尾 ・， 尾・ という所与の外生需要を，体系の中で矛盾なく実現するた

めに必要な地域産業の総産出額ム，６・を決定する連皿方程式として ，（８）

を使用することができる 。

　この種の間題を解くのには，周知のように，予め，レオソティエフ逆行

　　　　　　　　　　　　　　１０（３１７）
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列〔１一”〕 ■１ を計算しておく方法がとられる 。このレオソティエフ逆行列

の成分をＫ ｛ゴ で示すと ，外生需要冶。及び后。が与えられた場合，これに

見合うべき均衡産出額１ 。， ♂。 は， 次式によっ て求められる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　２　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｋ。ん　　　　　　　「多１〕一惚菱１：〕１隻１－１； ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｋ。九
　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ

・１

　もしも，地域内生産物に対する外生需要の変分尾。及び后。が与えられた

場合，これと同様の原理から，我 六は次の計算を行うことによっ て， 外生

需要変分に見合うべき産出変分～ 。，

♂。
を求めることができる 。（このこと

は【間題２】で証明した） 。

（・）

洲１１餐１：〕！１ｌト書二１１１１「

　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ・１　　　　　　　　　　　　　　　 。

　この作業では，製鉄会杜の工場建設及び生産開姶後の中問財に対する附

加的需要が，地域経済に及ぽす効果を計算する場合，このような附加分に

よって効果を計算する方法をとる 。

皿　製鉄工場建設投資の経済効果

２・１　計算の基本方針

　先ず，第１・２表に掲げた地域産業連関表の簡単なモデ ノレについて，計算

の定式化を行っておこう 。

　第１ ・２表○モデノレの唯一の外生部門が，建設投資による資本形成部門で

あると仮定しておく 。この場合，既に１・４で説明しておいたような表の性

質から，地域０２個の内生部門の産出方程式として，次のものが得られる 。

　　　　　　　０１。 十０．２ ＋０１。 十♂１１ ＋♂１２ ＋♂１。：ム
　（２ ・１）

　　　　　　　０２１ ＋０２２ ＋０２０ ＋６２１ ＋６２２ ＋６２０＝６２

　　　　　　　　　　　　　　１１（３１６）
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　地域ｎ給榊
’Ｉ

ｊ投人係数の定義式必ゴ＝伽／ゐを使って ，（２・１）を書きかえ

ると ，

　　　　　　　（１一伽）６ｒ”１．６。＝ｏ。。 十ゐ１＋６ 。。 十♂。。
　（２ ・１ ！）

　　　　　　　 一”２１
♂１ ＋（１一“２２）ゐ＝ｏ２０ ＋♂２１ ＋６２２ ＋６２０

ここで ，

　　　　　　　ハ。＝０１。 十６ １。 十６ １。 十６。。
　（２ ・２）

　　　　　　　亙。＝０。。 十♂。。 十♂ 。２ ＋ｄ。。

とおく ・凡ハは・謂わばＡ表最終需要である 。ハ，亙。を（２ ・１１）に代入

すると ，

　　　　　　　（１一伽）６ｒ伽ゐ ＝亙。

　　　　　　　一伽♂。十（１一吻。）６。＝ハ。

これよ１り
，

（…） 　／麦／一身１
、二簑１：〕１１ 膿〕

　　　　　　　　　　但し　１一伽　一伽　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≠Ｏ　　　　　　　　　　　　　 一一 ”２１ １一硯２２

自給郁門投入係数行列の，レオソティェフ逆行列は，予め求めらオしている

から ，（２ ・２）のハ，ハが判れば，それに対応すべき／６．６
．／

，すなわち ，地

域各産業の均衡産出額が決症できる 。

　ところで，当１軸の間題として ，

　　「地域経済における資本形成額が判っていて，それに対応する均衝産

　　出額ヴ ェクトノレ を求めること」

を考えてみよう 。技術が一定であれば，特定の資本形成が，夫 次どのよ

うな部門の産出物を，どオしだけ購入するかを求めることができる 。それが

｛０。。！ Ｃ。。！／とな ったとしよう 。

　ところでこのヴ ェクトルの成分は，厳密に云えば，買手価格で評価され

　　　　　　　　　　　　　　１２（３ユ５）
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ている 。貫丁（この場合，擬制的産業部門の一つである資本形成）が支払

う価俗の中には，各帷出物が買手の手に入る迄に必要とされる運賃　　す

なわち巡輪茱の産出物に対する価値　　及ぴ商業マーノソ　　商業の産出

に対する価ｆ直　　を含んている 。当面の，内生部門２個のモテ ノレでは何と

も致し方がないので，仮に，第３番口が運輸業，第４番目が商業と想定す

るならば ，０。。！
０。。！

の大 六から，連賃を控除したものの合計が ６。。， 夫六

から商業マージソを控除したものの合計が ６。。 となる 。同時に ，６。。１ 及び

ｏ。。！

から，運賃及び商業マージソを控除した残額がＣ。・，Ｃ・・ となる 。この

結果得られたヴ ェクトノレ／６。。６。。ｏ。。６。。／が，供給価格べ一スのヴ ェクト

ルである 。１氷業連閑表に必要なヴェクトノレ は， このような供給価格べ一ス

ｏ） １ブ
ニニ クトノレである 。

　さて ，もとの内ぺ三部門２個のモデ ノレ に戻ろう 。資本形成額に対応する ，

供給べ一スのヴ エクトノレ／６ 。。 ６。・／が得られたとしよう 。与えられた問題を

解いて ，／６ 。。 ６。。／に対応すべき均衡産出のヴ ェクトノレ／♂・ゐ／を求めるた

めには，さきの（２・３）式より明らかなように ，（２・２）のハ，亙・を求めておか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２
なければならない。一定の資本形成がなされても ，（２・２）における　６ １・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乞＝Ｏ
及びニム ０）梛分は不変と仮定しても差支えないから，我 六が，五・， 亙・ を
　　～＿Ｏ

求めるためには ，／６１． ６。。／に対応する６ 。・，６・・ を， 何らかの方法で求めて

おけばよいこととなる 。これには２つの方法が考えられる 。

　先ず，最も好ましい方汰は，一定の資本形成に対して必要な各種産出物

が， 地域内から購入さオしるか，他地域から購入されるかを ，直接知ること

ができれば，この給衆に基いて，地域産出物に対する ，供給べ一スの資本

成ヴ ェクトノレ／６ 。。 ６。。／を求める方法である 。

　もしもこのような技術的情報が，別の調査からも得られない場合には ，

止むを得ず，簡便な近似的方法として，第２の方法を採用する 。先ず，極

　　　　　　　　　　　　　　ユ３（３１４）
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く短期的には，産業構造及び技術が，各部門について著しく変動すること

はないという仮定の下に原表において

　　　　　　　　　の０　　　　　　　〃Ｆ 一一一 　（づ＝１，２）
　　　　　　　　　０｛０

は一定として扱う 。但し，地域産業連関表において移入産業とな っている

づ部門については ，ｏ｛。 が６乞。 に比例してどこまでも増大することは余り

にも非現実的であろう 。この場合には，部門毎に制約を加えて処理しなけ

ればならない。それ以外の場合には，原表から求めた〃乞を計算して，さ

きに求めた６１・ に乗ずることにより ，６ １・ （ク＝１，２）を得ることができる 。

　以上の方法で，我 六は，地域経済における新しい資本形成ヴ ェクトルに

対応する ，均衡産出額のヴ ェクトノレを計算することができる 。ところで ，

製鉄工場建設に関する新投資が，県民経済に及ぼす経済効果を計算する間

題は，厳密にはやヤ異っている 。地域経済におけるその他の資本形成は変

らないと仮定するならば，製鉄工場建設のための資本形成ヴ ェクトル

供給価格べ一ス　　は，前の記号を使って表わすならば，／あ。ゴ。。／である 。

従っ て（２ ・２）は

　　　　　　　亙１＝０１０ ＋〆 １０ ＋ｄ１１ ＋ｄ １２ ＋ｄ １０

　　　　　　　ア。：０。。 十〆。。 十６。。 十６。。 十６。。

となる 。故に，この最終需要ヴ ェクトノレに対応する均衡産出のヴ ェクトル

は，

（…）
　１多１１一々１

１二簑１：一１／景

として求められる 。

　ここで経済効衆と呼ぶものは，製鉄工場建設のための資本形成の附加分

が加えられたことに基く ，均衡産出ヴ ェクトノレの各成分の増分である 。そ

れは ，（２ ・４）から（２・３）を引くことによっ て求められる 。

　　　　　　　　　　　　　　１４（３１３）
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　　　　　　　 ‘６１　「１一ぴ１１一”１。・一１ｒＦｒ＾１（２ ．１）

　！～、＝」一。、１ １一。、、」！戸、イ、ノ

　　　　　　　　　＿「１一”１。一侃。。

　　　　　　　　　１ 一吻。 １一”。。

２・２　工場姓設の内容

　製鉄工場雄設のための投資には，この例の場合，単に工場の建物 ・設傭

に対する投資のみならず，そオしに附随する各種施設の構築，従業員用住宅

の姓設等のための用地造成を目的とする投資をも含めて考える 。ここでは ，

工場ｃ）雄物 ・設備の一切及び，従業員用住宅産設等，会杜が直接資金を調

達する役賞を ，直接投資，工場の生産活動に直接附随する各種施設のため

行う役資で，公共投資と見られるものを，附帯投資と呼ぶことにしよう 。

こ○例では，地方政府当局と製鉄会杜との問に締結さオした協定によっ て，

直接投資は会阯の調達する資金によっ て賄わオし，附帯投資は，広義の政府

公共投資と見ることができる 。

　附帯投資は，無論１ヵ年で完了するものではなく ，昭和３６～４０年間に跨

って行われる 。投資効果を産業連関表によっ て算定しようとする場合，産

業連閑表が１カ年問の経済活動に関するフロウを記載したものであること

を想定すれぱ，投資効果も，それに応じて１ヵ年毎に計算することとなる 。

しかし会杜関係の最終慌要増分以外の最終需要ヴ ェクトノレの推計を，昭和

３６～４０乍問の各年毎に行った上で，会杜関係の投資効果を計算するならば ，

向じ計算丁続きを５回繰り返さなけオしばならない。そこで，最終需要推計

を継起的に繰り返すことが誤差を大きくすることも考慮した上で，簡便な

方汰を採州することとした。即ち，昭和３６～４０年問に於ける他の最終需要

水準を晦乍一定と仮定して，昭和３６～４０年問における会杜関係の，直接及

び附借投籔額を，最終需要増分と見傲し，この５カ年間の投資効果を，増

分だけについて考察するために，先ず，それに対応する均衡産出額増分を

　　　　　　　　　　　　　　１５（３１２）
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計算した 。

　先ず，附帯投費の際内容別年次計画を基にして，地域産出物に対する ・

附暗投工糾、要ウ ェクトノレ　　供給価格へ 一ス　　を求めなければならない ・

こ○プ １コ セスは２・３で説明しよう 。

　一方直接投資は，会杜白身の調達する資金によっ て進められる 。今回の

作業は，昭和３６～４０年問をヵヴァーする ，第１期建設計画の投資効果の計

算を〔的とするので，会杜に依頼して，年次別計画投資額を得た・政府投

資の場合と同様，我 六は，地域内産出物に対する直接投資に基く需要ヴ ェ

クトル　　供給価格へ 一ス　　を求めなければならない・このプ ロセスは

２・４で説明しよう 。

２・３　附帯投資に基く効呆の計算

　附帯投資の事業内容及び，計両期間投資総額は策２・１表の通りである ・

　　　　　　　　　第２・１表　附帯損益事業内容別投資額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和３０年価格（単位１，ＯＯＯ円）

既成地の確保引渡（既成地１０万坪埋立）
１８０，ＯＯＯ

住宅施設等用地無廣提供
２００，ＯＯＯ

工場用地の塊立迭成等
６，０８１ ，３４２

本航路波淡及び防波堤増築
１，６２５，ＯＯＯ

工業用水道建設
２，０８９ ，６００

産業道路建設
８２７，５００

臨港鉄道敷設
５００，ＯＯＯ

１１ ，５２４，４４２

　既成一地確得及び住宅施設等のための用地の無償提供のための支出は，所

得循環という観、点からすれば，ストッ クの移転に伴う支出であるから，用

地買収費をもっ て， 革に家計の政府への投入と見故すことは当を得ない 。

何故ならば，このような支出が家計に入っても ，所得形成から見オｔば，移

転所得として相殺すべきものだからである 。かといっ て我 六がこの方式に
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従えば，政府の実際○支出が，その分だけ縮少されたと同じ結果となる 。

そこで各板の土地提供○ための（地方）政府支出は，一たん政府の家計へ

の支出　　従って家計の政府への投入　　として扱ったので，その分だけ

　　　　　　　第２・２表　附帯投資供給べ一ス鴉要ベクトル

■運輸１商業１榊鵜
、一
マージソ「ニジソ１額（１，ｏｏｏ円）

農

林

水

鉱

建

繊

化

ユ金

産

　設

維工
学　工

属　工

業…

業

業一

業■

■業

業

業

業

機械工業１
食料品工業；
石油石炭工業１

木製品工業；

その他工業ｊ
商　　　　業

’

運　　輸

迦　
ｆ言

　業１

公益事業１
サービス 業’
．金 ・保・不動産業 」

耐　分　不　閉

非競争輸入
中　央　政府

地方政府
家　　　　計

貯　　　　苓
減　価　倣　却

　　１汁　　ｉ

１７％：　７％

１５％

１２％ 三

１５％

２０％
ｒ

１１％

１０％

１０％

２０％

９％

１３％

５％

８％

　３８８

９７，７７７

４４８，１６９

　８２．４７０

　５４．２６４

１，０９１ ，６３１

３３８．７５１

　１ ．８００

４６１．４９４

６１７，２３４

５５８．１００

３１ ，５４０

３，７８３，６１８

地域外産出物
に対する需要
額（１，ＯＯＯ円）

４，９５４

９９，６４１

　４４．４２５

２５１ ．３００

１，３４０，６８５

２，８５０

４７３．４２８

２８７，０９１

２，５０４，３７４

合　　計

　３８８

１０２，７３１

５４７，８１０

１２６．８９５

３０５．５６４

２，４３２，３１６

３４１ ．６０１

　１ ．８００

９３４．９２２

９０４，３２５

５５８．１００

３１ ，５４０

６，２８７，９９２

１７（３１０）
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家計の負の資本形成が発生したものと考える方法をとることにした。この

場合，用地賊入費を，家計から政府への投入とする理由は，各種用地の地

方政府による確保が，すべて仲介業者の手を経ないからである 。

　工場用地の理立造成，本航賂凌漢及ぶ防波堤増築，工業用水道建設，産

業道路建設等は夫 六の事業に直接関係する地方政府のテーターにより ，事

業別に，地域産出物に対する需要ヴ ェクトノレの計算を行った。臨港鉄道線

敷設については，国鉄の資料に基いて計算した 。

　以上のようにして求めた需要ウ ェクトノレ は， 何れも需要者価格べ一スで

ある 。我 六はこれらを，供給価格べ一スのヴ ェクトノレに変えなければなら

ない。予め目本通運株式会杜の協力を得て求めておいた品目別運賃マージ

ソ率と ，別に求めた商業マージソ率とを使用して，供給べ一スのヴ ェクト

ルに直した結果が，第２・２表第３列のヴ ェクトノレである 。　これは２・１の

（２・５）式のヴ ェクトノレ／ム６．／に該当する 。従ってこの経済効果は ，（２
・５）

式のように，地域白給部門投入係数のレオソティエフ逆行列を前から乗じ

て求めることができる 。

２・４直接投資に基く効果の計算

　直接投資については，会杜白体に詳細な投資計画があるので，会杜の資

料から第１期工事計画に関する需要価格へ一スの投資需要ウ ェクトノレを得

た。 次に附帯投資の場合と同様の運賃マージソ率及び商業マージソ率を使

用して，供給価格べ一スのヴ ェクトノレを計算した 。

　ところで，直接投資の場合，輸入機械，特定の設傭等が地域内産出物に

よっ て賄われないことは明確であるが，その他の部分が地域外産出物によ

って賄われるが，或いは地域出産出物によっ て賄われるかは，会杜にとっ

てさえ予め確定することは出来ない。例えば特定工事に対する投資一は，も

しもその工事が，地域内に本祉を有する雄設会杜によっ て落札されれば ，

　　　　　　　　　　　　　　１８（３０９）
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地域内の姓設業に対する附加的需要となるであろう 。然しこのことを予め

理論的に推定できる根拠は何もない。そこで，直接投資に基く供給べ一ス

のヴ ェクトノレ を基礎にして，地域内産出に対する供給べ一スの需要ヴ ヱク

トノレ を求めるに当り ，２・１で予め説明しておいた第２の方法をとることに

した。この方法により ，地域内産出物に対する投資需要ヴ ェクトノレを計算 ，

次にそオしを供給べ一スに直したものが，第２・３表である 。この投資需要の

経済効果は ，（２・５）式のように，地域白給部門投入係数のレオソティエフ

逆行列を，前から乗じて求めることができる 。

　　　　第２・３表　地域内産出物に対する直接投資需要ヴ ェクトル
　　　　　　　　　　　　　　単位１０００円，昭和３０年価梧

１　農

２　林

３　水

４　鉱

５　建

６　繊維工業
７　化学工業
８

９　金属工業
１０機械工業
１１食料品工業
１２石油石炭工業

ユ３木製品工業

ユ　止　　上

山’■■　　１皿１

　　，’
■１　　一　　　　　　　　　　　…ユ 一　　＿’

地域内産出物に対 一

する直接投資需要 １４その他工業
５３３，９５８

一皿’一■
（供給べ一ス）
１　　　■　　　■」 一　　　　■■■　Ｌ １　　　　　　　　　　　　　　■ １５商　　業

１４，４８７，９２０

業 １６運　輸　業；１・通信業 ７，８１７，１２３

業 ２７０，６３２

産　業 １８公益事業
業 ７６，８７９

１９サービス 業

設　業 １７，０７０，６３９ １２０金 ・保・不動産業 ２７，５５０

維工業 ２１配分不明
学工業

３３，８１０ ２２非競争輸入
業

３，２９６，３６０

２３中央政府
属工業

３，５６２，８２９

２４地方政府
械工業

２７，８５３，２４０

２５家　　　計
叫品工業 ２６貯　　　蓄
石炭工業

製品工業
計 ７５，０３１ ，４４０

■　　　　　　　１

Ｉ

２・５建設投資白体の経済効果

　２・３で説明した方法によって我 六は，附帯投資の経済効果を ，２・４で説明

した方法によっ て直接投資の経済効果を，夫 六計算することができる。建

設投資全体の経済効果は，２つの緒果の和を求めることによっ て得られる 。

　　　　　　　　　　　１９（３０８）
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しかしここでは先ず，地域産出物に対する供給べ一スの附帯投資需要ヴ

ェクトノレ　　第２・２表節３列　　と ，地域産出物に対する供給ウ ェクト ノレ

　第２・３表　　との和を求めた。結果は第２・４表第１列の通りてある 。

第２・４表　建設投資の地域差効果

　１　農　　　　業

１２林　　　業
　３水 　産 　業１
　４　鉱　　　業
　５　建　設　業

　６繊維工業
　７化学工業
　８窯 　　 業１

　９金属工業
　１０機械工業
　１１食料品工業
　１２石滴石炭工業

　１３木製品工業
１１４その他工業

１１５商　　　業

　ユ６運　輸　業
１１７通　信　業

　１８公益事業
　１９サービス 業
１２０　金 ・保 ・不動産業

　２１配分不明
　２２非競争輸入

　２３中央政府
　２４地方政府
　２５家　　　計
　２６貯　　　蓄

計

（１）地域内産出物に対する
建設投資需要ヴ ェクトル
（供給べ一ス）

　３８８

３６８，４０９

　５２５０４８

１７，０７０，６３９

　３３．８１０

３，３７８．８３０

３，６１７．０９３

２８，９４４，８７１

　３３８．７５１

　５３５．７５８

１４，９４９．４１４

８，４３４，３５７

５５８．１００

３１ ．５４０

２７，５５０

７５，０３１ ，４４０

（２）地域産出効果 ＝（１）Ｘ自

給部門 レオソティニフ 逆
行列

　１５３．２４９

１，０６５．８２４

　２２．８５７

　６８８．１０７

１８，５８０．４５４

１，３９１ ．０７５

１，３７１ ．２４８

６，４４３．４０６

１６，１６４．０７４

３８，８６６．２１６

　２７０．４１５

　４００．２１４

５０８４９４６

２２１５．５６３

１８，８４１ ．６２５

１１ ，３１６ ．７８４

１，０３１ ．９３２

２，５２５．２３５

！，３２７．８６５

２亭８４・２２６

１３０，６４５，３１５

２０（３０７）
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そしてこ○ヴ ェクトルに，地域白給部門投入係数のレオソティェフ逆行列

を苅から乗じた糸、杁が，第２・４表第２列であり ，これが姓設投資全体の経

済効呆である 。

皿　工場稼動による年聞経済効果

３・１　間魎と計算の某木プブ針

　ここでは，製鉄工場の第１期姓設工事完成後，その設傲を正常に運転し

て１年問生陸を行う場合，その生産財需要が，地域経済に対してどのよう

な経済効果を及ぼすかを考察する 。

　この場合の経済効果の一つには，地域経済構造に与える効果が考えられ

る。 例えぱ，従米，銑鋼一質工場のなかった地域経済にとっ て， はじめて

大規僕 メーヵ一が生産を行うことにより ，各種機械産業の経済的立地条件

が向上し，このことは，各種機械工業の一層の発達に抽車をかけるであろ

うし，あるいは，全因市場において，寡占的競争企業の工場を，更に誘引

することも考えられる 。このような効果は多分に質的な内容をもち，通常

のモデルによっ て計１呈けることは不可能である 。

　塘２に考えられる効火は，より直接的で，しかも澱的に計測可能な効果

である 。すなわち製鉄工場の設傭が正常に稼働された場合，その生産活動

は， 地域産出物に対する Ａ硬坤加をもたらす。このことの，迂回生産過程

を迦ずる波及効果が，地域内産出物のヴ ェクトルに，どのように現われる

かとい）形て，間題を考んることがてきる 。この間題 レオソティエフ ・モ

デノレの応用例の１つである 。

　製鉄工場○設備稼動後Ｃ）年問経済効果というのは後の問題に外ならない 。

　再び内生部門２個，外生部門１個の，地域産業連関表のモデ ノレ を考えよ

う。 産業２が，製鉄業であるとしよう 。新しい製鉄工場稼動前の・地域内

　　　　　　　　　　　　　　　２１（３０６）
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製鉄業の供給べ一ス鴨要ヴ ェクトルは，内生部門のみに関しては，原表にお

いて／０１・０・・／である 。この需要ウ ェクトノレ は／０。。０。。／である 。この需要ウ

ヱクトノレのうち，地域内産出物に対する需要ヴ ヱクトルは／ｏ１．ｏ。。／である 、

今， 新設の製鉄工場が，設備を稼動した場合の供給へ一ス需要ウ ェクトノレ

を／６
１・ ６・・／としよう 。この場合，地域経済に従前から存在した産業２の技

術と ，新設工場の技術とは当然異るであろうが，そのことはモデノレの操作に

とっ て支障はない。ヴ ェクトノレ／６ ・・ ６・・／のうち，地域産出物に対する需要

ヴェクトノレ が， 何等かの方法で得らオしたと仮定し，それを／６ 。。 ６。。／とする 。

　地域経済の技術が著しく変化しない限り ，我 六は次のような産出方程式

を得る 。

　　　　　　　 ０・・ 十０・・ 十６ １。 十０。。 十６、。 十６ 。。 十６。。＝６。
　（３ ・１）

　　　　　　　 ０２１ ＋０２２ ＋６ ２２ ＋０２０ ＋６ ２１ ＋６２２ ＋６２０＝６２

　１・４で説明しておいた，自給部門投入係数の定義式を代入すると ，

　　　　　　　伽♂。十伽♂。十６ 。。 十０。。 十６。。 十６。。 十♂。。＝６。
　（３ ・２）

　　　　　　　吻１
♂、 十”。。 ６。 十６ 。。 十０。。 十♂。。 十６。。 十６。。：ｄ．

２・１０場合と同様

　　　　　　　ハ ：０１。 十６。、 十♂。。 十６。。
　（３ ・３）

　　　　　　　亙２＝０２０ ＋♂２１ ＋♂２２ ＋６２０

とおいて（３・２）を書き改めると
，

　　　　　　　（１一伽）ムー伽♂。＝６ １。十ハ

　　　　　　　伽♂１＋（１一伽）♂。＝６ 。。十ハ

したカ；っ て，

（３ ・４） ぽｌｌ－１箏烹
・１ 二簑１ゴ１隻１：塊

但し

２２

１一硯１１ 　一”１２

　一”２１ １一”２２

（３０５）

≠Ｏ
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となる 。これが，産業２において，附加的需要が発生した場含の均街産出

額ヴ ェクトルを求める計算式である 。

　産業２における附加的需要が，どのような均衡産出増分のヴ ェクトノレ を

もたらすかは次の式で求められる 。

（３ ・５）

ぽ：１－１守 １二童：：丁１峻：鳩〕一／箏鴛・１ 二簑１ゴ景〕

　　一１才
。二簑１：〕・１１麦：〕

　これが，新工場め設席稼動による ，年問経済効果の算式に外ならない 。

３・２製工場の設備稼動に基く ，供給べ一ス需要ヴ ェクトノレの計算手続き

　先ず，会祉に直接依頼して，第１期工事完成後，設傭を正常に稼動した

場合の，年問必要生産財を，産業連関表の部門分類別に，昭和３５年価格

で評価し，箪３表箪１列の数字を得た。この場合，鉄鉱石及び石炭の輸入

分は，日本鋼管企画部調査課及び富士製鉄広畑工場の資料を使用して，全

体の８２％と推定した。そこで，鉱業からの投入２２
，５３０，ＯＯＯ円の８２％，即

ち１８４，４７４，６００円を，非競争輸入からの投入額とした。尚，運輸サーヴィス

○輸入はゼロ である 。

　次に，会杜資料に基き，配分不明よりの投入額中，販冗直接費１ ，２００，ＯＯＯ

円を，商業よりの投入額，３，８００，０００円を減価償却よりの投入額，残りを配

分不明からの投入額とした 。

　以上２つの乎続きの結果得られたヴ ェクトノレ は， 需要べ一スのヴ ェクト

ノレ と見てよい。我 六はこれに基いて，供給べ一スのヴ ェクトノレを導出しな

ければならない 。

　まず雄設投資の場合の計算と同じ資料によ１っ て品口毎の運輸マージソを

計算し，運輪からの投入額を得た。次に，商業からの投入額を計算しなけ

ればならないが，その前に，会杜提出の資料では，金属工業からの投入に

　　　　　　　　　　　　　　２３（３０４）
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第３ ・１夫 設嚇稼動後の地域産出効果 単位 ＝１，ＯＯＯ円

ｒ畏　　 茉

　２　林　　　　業

１３水　産　業
４　鉱　　　　業

５　建　　設　　業

６　繊　維　工　業

７化学工業
８　窯．　　　　業

　９金．属工業
１０機械工業
１１食料品工

１茱

１２石汕石炭工業

１３木製品工業
ユ４その他工業
１５南　　　　業
ユ６運　　輸　　業

１７　迦　　信　　業

１８　公　益　事　業

１９　サービス 業

２０金 ・保 ・不鋤産業

２１配分不明
２２非競箏輪入
２３　中　央　政　府

２４　地　　方　 ■政　府

，２５家　　　　計
１２６貝、　　 半
１２７減価倣却
「…’一■…　　 ■
　　　　計

（１）設術稼動後の需
　要ヴ ェクトル
　（供給べ一ス）

３，Ｏ０５，０５１

２，９６０．９６２

２，０３４，７５５

６５７．３６０

２，３５０．７３２

９３３，１４０

１０，３８，８００

７，３６５．６００

１，３４９，ＯＯ０

１０，９７３，９１３

１，１５０，ＯＯ０

２，９６０，ＯＯＯ

３，８００，ＯＯＯ

４８，０８０，ＯＯＯ

（２）

　地域内産出物に
対する稼動後の需
要ヴ ェクトル＝（１）
×〃乞

１，７２３．２７９

２，０３４，７５５

３２１ ．４７１

２，３５０．７３２

４９１ ，７６７

１，０３８，８００

５，３４０．０６０

１，３４９，ＯＯ０

１０，９７３，９１３

１，１５０，ＯＯ０

７９０，３２０

（３）設備稼動後の地
　域産出効果 ＝（２）×

　自給部門 レオソテ
　ィニフ 逆行列

１３．３２７

４８，０４０

ユ，６９５

２３５．０７７

！０２．０５０

１０３．８７３

１２１ ．７９８

３，０５７．５２２

３，２５９．８６８

　２８．５９９

　４９．２５６

２１７．６５２

５３３．７７３

２，６５８．１６１

８１８．８４９

１８７．７９９

１，３８５．７２８

１６４．５３０

６，１１１ ，３７８

１９，３１７，６８４

機械工業からの投入も含まオしているので，富士製鉄広畑工場の資料に基

き， 機械産業からの投入額を２，２８６，２４２円，金属工業からの投入額を，残額

　　　　　　　　　　　　　　２４（３０３）
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３，２８９，９５８卜１と推計した
。

　次に，雄設投資の場合と１刊じように，商業マージソ率を，各部門から需

要べ一スし）投入額に乗じて，商業マージソを計算し，この数値の合計を ，

商業からＯ投入に合算すると同時に，各部門からの需要者べ一スの投入額

から，大 々０）怖業マージソを挫除して得たヴ ェクトルが，第３・１表第１列

のヴ ェクトノレに外ならない 。

３・３　生産活動に基く年問経済効果の計算

　先ず，供給べ一ス生産財需要ヴ ェクトルに基き ，地域産出物に対する供

給べ一ス化産財
１、

将要ヴ ェクトノレを計算しなければならない 。

　会杜の計画に基き，職員の一部を除く労働用役は，現地採用という方針

が採られている 。従って，家計からの労働用役投入額は，直ちに県産出物

に対するｌｌ、｝要額と考えることができる 。家計は外生部門であ って，表の操

作上は，この数値は不要であるが，腿傭効果の算定を試みる場合には有用

である 。

　労働州役のように，地域内産出物に対する需要が予め明確な場合には ，

問趣は簡単である 。しかし，生産財の販売機構から見て，予めこのような

振り分けを計西することには無理がある 。そこで，建設投資需要の場合に

述べた第２の方法を採用することにした 。

　３・２で得しれたヴ ェクト ノレの成分に ，２・１で定義した係数〃 ＝ｏ乞。
／ｏ｛。 （づ

＝１
，…… ２０）を乗じて，地域産出物に対する需要ヴ ェクト

ノレを計算する 。

緕果は箪３・１表第２列のようになる 。ただしこの場合，製鉄工場の地域産

出物に対する依存関係と ，従来の金属工業のそれとが同一であるという ，

可成りドラスティックな仮定を用いなければならない。この点は，この作

業最大（）閉魎、点であろう 。

　　　　　　　　　　　　　　２５（３０２）
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　策３・１表第２列のヴ ェクトノレ に， 左から，地域白給部門投入係数のレオ

ソティェフ逆行列を乗ずることによっ て， （３・５）式○説明で指摘しておい

たような経済効果が計算される 。緒果は箪３・１表箪３列の通りである 。

１ｙ　総　　　括

４・１建設投資に基く経済効果

　２・１に述ぺた方針及び２ ・２～２・５に述べた手続きによっ て， 建設投資に基

く経済効果を示す数値　　ウェクトノレ　　 として，箪２・４表第２列が得ら

オした
。

　年次別投資計画が不動のものであれば，年次別投資計画に従って，経過

年次毎の経済効果を計算することは無論可能であり ，且つ有意義であろう 。

しかし，現在の年次別投資計画は，必ずしも不動のものではないので，予

めことわっておいた方法に従って，５カ年の累積効果を計算した。したが

って・毎年の効果を大まかながら或る程度見当をつけるためには，この結

果の単純算術平均で充分であろう 。

４・２建設投資に基く ，附加価値増大効果

　建設投資に。基く経済効果は，均衡産出増分のヴ ェクトノレ に／６、♂、……３、。／

よっ て示された・これに応ずる附加価値増分を計算することによっ て， 附

加価値増大効果又は所得増大効果を計算しようというのが，新しい間題で

ある 。

　先ず計算の方針を示しておこう 。記号は，内生部門２個，外生部門１個

の単純化されたモデルの場合と同一であるが，部門数は，実際に使用した

地域産業連関表通りとして説明される 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　２７　（４・１）　　第プ産業附加価値額 ＝　 ｏ乞ゴ 　（プ＝１，……
２０）

　　　　　　　　　　　　　　　　　乞二２１
したがって，第プ産業（内生部門）の附加価値率を求めるには

，

　　　　　　　　　　　　　　２６（３０１）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　２７　（４・２）　　　第プ産業附加価値率＝　 ６り／６ゴ
　　　　　　　　　　　　　　　　｛＝２１
’ところで，地域産業連関表の性質より ，この中には，地域外の外生部門

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７
からの投入の対価として，地域外に帰属すべき附加価値額　ろけ（プ：１ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛＝２１
　・・，２０）も含まれているから，白給部門附加価値率は次のようになる 。．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７　（４・３）　　　獅プ産業自給部門附加価値率わ＝　伽／ゐ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乞二２１
　　　　　　　（ブ＝１，……

２０）

　次に，地域産出物の移出分に関する ，箪プ産業（内生部門）の附加価値

率は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７　（４・４）　　　第ゴ産業移出部門附加価値率６ゴ＝　み／め
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乞二２１
　　　　　　　（｛＝１，……

２０）

　したが って，今，均衡産出額のヴ ェクトル／６．６。……ｄ。。／が与えられた

場合，各内生部門から得られる附加価値額のヴ ェクトノレ は， 次の式によっ

て計算さオしる 。

（４ ・５）

咽＾〕
ぽｌｌい鮎）

　計算の結果は第４・１表の通りである 。

　次に，外生部門附加価値額を求める方法を明らかにしなければならない 。

もしも我 々が，新しい製鉄工場の建設投資以外の総ての外生需要を推計し

て， 均衡座出増分ではなくて，均衡産出そのものを求める方法をとっ て居

れば，外生｝要に対応する附加価値額の計算は，可成り精密に行うことが

できる 。しかし，既に述べた理由から，我 六は敢てこの方法を採っていな

い。 したが って，外生需要増分に対応する附加価値増分は，次のような概

算にとどめなけれ。ばならない 。

　　　　　　　　　　　　　　　２７（３００）

○
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第４’１衣内生部門附加価値坤分合計姻１（叶６１）（雛紺宵格）
；（１）

暴給部門附加価１（２） 稼出部門附加値１（・）計 一（１）・（・）１

１農 　　
業１

２林　　　業
３水　産　業
４鉱　　　業
５建　設　業
６繊維工業
７化学工

■業

８窯　　　業
９金属工業
１０機械工業
１１食料品工業
１２石油石炭工業

１３木製品工業
１４その他工業
１５商　　■ 　業
１６運　輸　業
１７通　信　業

１８公益事業
１９サービス 業
２０金 ・保 ・不動陸業

２１配分不明
２２非統合輸入

２３中央政府
２４地方政府
２５家　　　計
２６貯　　　蓄
２７　減　価　償　 一却

（４ ・６）

計

　２００

３４６，３０４

３１２．４０４

４，８１３，９２０

１０．０４２

１，５５９．０９２

８５０．０１７

９，９８５，９８０

　７４．８６４

２０５．７３１

１１，３１６．７０６

５，５４１ ，３７３

２３６．０７６

２２．１４１

２２，９４９

３５，２９７，７９９

／外 …・ぺ∴ ・

　十〔♂。・・…・
♂。。
〕

　４３
７９，５７６

４２．５２９

７３４，０３７

　７４４
２７２．９３５

１３３．８３２

１，５６３，０２３

　７
．４５３

３０．０２４

２，０７７．９６９

８６０，３０４

４１．２９９

４．１３２

２，９２０

５，８５０，８２０

Ａ表外生部門附加価値合計
Ａ表内生部門附加価値合計

　２４３

４２５，８８０

３５４．９３３

５，５４７，９５７

　１０．７８６

１，８３２．０２７

９８３．８４９

１１ ，５４９，Ｏ０３

　８２．３１７

２３５．７５５

１３，３９４．６７５

６，４２１，６７７

２７７．３７５

２６．２７３

２５，８６９

４１ ，１４８，６１９

ｌｌト護鰐鵜騨
２８（２９９）
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　（４・６）の緒果は５，８５０，８２０千円となる 。これを（４・５）の結果と合計すると
ゾ、

４１，１４８，６１９千円となり ，これが，建設投資に基く附加価値額の増分である 。、

したがって，建設期閉中の平均年率は８２２，９７２千円となり ，これは，昭和

３０年の地域内附加価値額の約２％に該当する 。

４・３　設備稼動後の年問附加価値増大効果

　第３・１表第３列のヴ ェクトルに対して ，（４・３）で求めた篶および（４
・５）

で求めた６ゴ（ブ＝１，……２０）を ，（４・５）式の方法で組み合せることによっ て戸

　　　　　　　第４・２表　設備稼動後の附加価値額増分

１

２

３

４

５

６

７

８

９

い１） 雛稼動後の地域産

農　　　　業

林　　　　業
水　　産

鉱　　　　
１茱

建　　設　　業

繊維工業
化学工
窯　　　　業

金　属工業
　１０機械工業
　１１食料品工業
；１２石油石炭工業

ｉ１３木製品工業
１１４その他工業

１１５商

１１６運

１２０金保不動産業

１３．３２７

４８．０４０

１，６９５

２３５．０７７

１０２．０５０

１０３．８７３

１２１ ．７９８

３，０５７．５２２

３，２５９．８６５

　２８．５９９

　４９．２５６

２１７．６５２

５３３，７７３

（２）附加価値額
　＝（１）×｛アゴ十６ゴ｝

６．７７０

５２．８４４

　８００

１４その他工莱
■

’
ｂ３５，〃３　１

　　ｉ
ｚ６５，／ｗ ；

１５商 業，
　１

２，６５８．１６１　１ ２，０８１，３４０

１６運 輸業ｉ
８１８．９４９１ ５２３，３０９ 、

１・通信業１
８公益事業１

１８７，７９９； １６５，２６３

１，３８５，７２８
■

；
６７３，４６４

■ ■
」

１９サービス 業
１６４，５３０ １ １０５，６２８ 一

，
一

→

２０金 ・保・不動産業
６，１１１ ，３７８ 一

■
，

５，５４９，１３１

一　■　　　’■

計
１９，０９９，０７５ ユ１，２７８，０７３

一

　５９．２３９

　１６．５３２

　３９．０５６

　４６．６５０

６２９．８４９

１，ＯＯＯ，７８０

　５
．６６２

　１７．８８０

　７０．０８４

２３３，７９２

２９（２９８）
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．内生部門から得られる附加価値増分１２，４３６，１３６千円が求められた 。

　次に，同じく第３・１表箪３列のヴ ェクトノレ を使って ，（４・６）式の方法で

計算することによっ て， 外生部門から得られる附加価値増分１１，２７８，０７３千

円が求められる 。

　したがって，両者の合計額２３，７１４，２０９千円が，設備稼動後の附加価値額

増分である 。
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